
へき地保健医療対策において先進的な取組みをしている都道府県の事例集  

1．長崎県の離島医療体系図（一部抜粋）   

長崎県の離島－へき地医療は、主に長崎県、関係市町、長崎大学、国立長崎医療センター、長  

崎県病院企業団、離島の公設診療所などが有機的に連携してマネジメントされている。こうした  

地域医療を支える県の養成医制度として、長崎県医学修学資金貸与制度（昭和45年創設）と自治  

医科大学派遣制度（昭和47年創設）があり、この制度で養成された医師は国立病院機構長崎医療  

センターと長崎県病院企業団の基幹病院で初期臨床研修を受け、主に離島にある長崎県病院企業  

団病院に勤務する。標準的な義務年限は、研修期間も含めて医学修学資金貸与制度が12年、自治  

医科大学派遣制度が9年で、義務期間の途中で希望する医療施設においてそれぞれ1年間の再研  

修、再々研修を受けることができる。  

長崎県離島－へき地医療支援センター（以下、支援センター）は、従来の長崎県へき地医療支  

援機構の業務に加え、代診医の派遣や常勤医師を確保することで、主に離島の公設診療所を支援  

する目的で設置された。この支援センターの特色ある支援事業として、「ドクターバンク事業」と  

「しますけっと団医師斡旋事業」がある。  
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「ドクターバンク事業」では、離島の市町からの要請に応じて、全国から診療所常勤医師を公  

募し、県職員として採用した上で診療所へ派遣する。2年間を1単位として、1年半の離島診療所  

勤務の後は、希望に応じて半年間の有給の自主研修が保証されている。また、常に支援センター  

の専任医師が相談に応じる体制となっており、こうした連携強化によってチームで離島・へき地  

の医療を支えるという意識を育み、常勤医師の負担軽減を図っている。診療所常勤医師の募集の  

ため、支援センターが主体となって毎年定期的に都市部で医師募集説明会を開催している。  

「しますけっと団医師斡旋事業」は、離島・へき地の市町から代診医派遣要請を受け、支援セ  

ンターが「しますけっと団」に登録した医師あるいは医療機関を調整して斡旋する事業である。  

常勤医師の学会出張や休暇、病気の嘩の代診、そして専門外の医療分野の診療応援などを行うこ  

とで、常勤医師を支援するシステムである。  
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2．高知県へき地医療協議会  

総 会：1回／年  

幹事会：3ケ月毎  
三権分立の関係  

高知県（主管課：健康福祉部医療薬務課）  

労務環境・QOL向上  

後期研修・定期医師研修  高知諸診医会（34名）  

自治体間における   

横のつながり  
地域住民の健康管理■地域医療貢献  

清田 努：「都道府県へき地・離島保健医療計画策定に向けての事例集（平成19年度版）」から  

高知県のシステムは、「人の輪」で構成されている。   

自治医科大学卒業医師を受入れている市町村の間の格差を解消し、どの市町村に赴任しても同じ条件で、  

かつ気持ちよく勤務ができる環境を作ることを目的として、市町村の枠を越えた横のつながりを持つ組織と  

して、昭和61年に「高知県自治医科大学卒業医師勤務市町村等連絡協議会」が設置され、さまざまな課題  

について議論することとなった。これにより、自治医科大学卒業医師と受けいれる市町村、医師を派遣し市  

町村を指導する立場の県が、相互理解を深めることが可能になった。県内のへき地医療機関における勤務の  

条件が均一となり、各市町村から一定の負担金を拠出してもらうことで「在籍出向」の形で後期研修を行う  

システムが確立した。   

続いて、自治医科大学以外を卒業した医師にも、協議会に参加してもらうために「脱自治医大」のキーワ  

ードのもと、平成10年に名称が「高知県へき地医療協議会」に変更された。   

それを機に当初、自治医科大学卒業医師のみで発足した協議会の医師部会も「高知諸診医会」と改組され  

て今日に至っている。   

いまだ、自治医科大学卒業医師が中心ではあるが、高知大学の出身者も含んだ「高知諸診医会」が、高知  

県、各市町村の三者で、「三権分立」と表現されている対等な立場でマネジメントをしていることが特徴で  

ある。  
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3．新潟方式   

大学圭∃軌こよる、県との連携を持ったへき地への医師の配置  

新潟大学大学院匡歯学総合研究科総合地域医療学績黒井口清太郎先生の協力を得て作成   

新潟は、「大学主導による、県との連携を持ったへき地への医師の配置」と言うことができる。   

まず、前提として、以下の3つが新潟県の特徴としてあげられる。  

1．自治医科大学卒業医師のほとんどが新潟大学に入局すること   

2．ほかの県と違って、新潟大学の医局の組織の力がしっかり残っていること   

3．新潟大学の内部に「自治医科大学卒業医師は同じ仲間である。」という認識があること   

上記の前提のもとで、図にキーパーソンと示した人物が、新潟大学と新潟県の間、現在は福祉保健部を中  

心として県と大学の間をうまく調整することによって派遣先をきちんと確保しており、義務内のへき地勤務  

を行っている。義務年限終了を待って大学で研究を行って学位を取得することや、専門医の資格を得ること  

もできるようになっている。義務後も医局の人事で県内のへき地医療機関に赴任して、その後、キャリアデ  

ザインの最終段階としては中小の県立病院の病院長職等が考えられている。  

以上のことから、医師が誇りを失わずに帰属できる場所があり、それが構造として維持されていれば、キ  

ャリアデザインがうまく機能するということが言えると考えられる。  
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4．鹿児島方式  

鹿児島県へき地医療支援機構 代診医派遣システム  
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平成19年7月まで   平成19年8月以降   

事 務 局  霧島市立医師会医療センター再   県立病院課内（＋4地域毎の県立病院塩務課）   

専任担当官  上記センター勤務医帥 1名（自治医大卒）   県立病院事業管理者が兼務 1名（医師）   

組織体制  ・本部事務局を県庁にある県立病院局に置いた。  

：  

制。  

◎義認義盛警讐警詳冨冨蓋蓋遠戚毒筆  

病院の役劉等についてまで．関係者間で明確化する  
ことができた。   

会積開催  ーこ  ・「へき地医療支横磯構連常套旦会」とその下部組織  
袈   部   

旨   

代診医派遣  葉許卒’   ・7ケ所の協力病院   
らない体制   

細   

派遣対象  公立医療機関   原則として．常勤医のいる公立診療所の代診医派追   

メリット  ・電話で気軽？に応援申鋳できる   ・ネットワーク体制により．加重が分起されている。  
・病院の役割という位置づけのため，自治医大卒医師  
に限らない他大学卒業医師も派遣される体制である  

・医師派遣中（留守中），医師をはじめ他職掛こよる  
病瞬内の協力体制をつくりやすい。   

デメリット  ・霧島市立医師会医療センターだけにかなりの過重  
・医師同士の関係性に基づいており，医師個人の責任   
や判断に重ねられがち（病院の他職貞の理解は？）  事者研修の開催等には及んでいない。）   

実検資料  

（補）うち「酷紐餅連雛ツター」労  

協力病院数 医師数 派遣日数  医師数 派遣日数  年 度  

平成14年鹿  

平成15年度  

平成16年度  

平成17年度  

平成18年度  

1ケ所  6人  21日間  

2ケ所 11人  23日間  

3ケ所  25人  57．5日間  

2ケ所 15人  23日間  

2ケ所  6人  7日間  

6人・21日間  

10人 20日間  

20人 47．5日間  

14人 22日間   

4人  5日間  

平成19年度  
（8月下旬～）  

平成20年虚  

）  

5ケ所  20人  23日間   

8ケ所  61人113日間   

8ケ所  42人  70日間  

3人  3日間   

3人  6日間   

3人  6日間   
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へき地医療支援機構・地域区分図  
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5．島根方式  

島根県の地域医療施策の取組経緯とポイント  

′⊆≠．一⊥一lづチ  ヽ血ニ  

・赤ひげバンク（医師登録制度） 

※現在の医師派遣調腰は、義務年限内自治医大卒医のみ  

★地域医療施策の取組のポイント   

（Dへき地勤務医師確保協議会（へき地医療支援会議に改称）を県主導で大学の協力を得て設置した。  
（この会で大学からの新規派遣医師と自治医の派遣調整を行うことが可能になった）  

②県立中央病院の基本運営方針の3木柱の一つに「へき地医療支援体制の充実」が位置づけられた。  

③へき地医療支援機構をH14に県立中央病院に設置。そして、H15には専任担当者を配置。さらに、  
H16には県健康福祉部内に支援機構と専任担当者を移し、県の施策として地域医療支援に  
取り組む姿勢を明確化した。  

④H18には医師確保対策室を設置し、スタッフを拡充するなど推進体制を整備した。  

⑤現在、島根大学医学部との連携を強化し、地域医療に携わる医師の育成、研修医の定着策に力を  
入れている。今後は、奨学金貸与医師等の配置調整についても大学との協働により実施予定。  
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島根県の医師確保対策事業の概要  
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q胸瞳絆Hl←｝  匝］   

地境医虔柵医師、専門研犠を希望する   
医師を稲臥県立醐撞、地域知悉  

（Hl！I：3名Ⅰセ氏2名Im：3名）  

勺帥t′クHt－｝  
県外の医師等とネットワ・－－クをつくり、  
地相を起す医師を呼び込む  
（匡照事者爛介所）  
l佗2．2．1時点丑鍬3名  
（このうち、医師27名、医学生91名）  

事÷ リートン 巨二∃  
各麓広附した醐虻よ脚医師との   

齢、島根憎く聴力の医師を陪嘱する  
【出嚢訪問面蒙】  

H18：32名、H19：5塊、l佗0：記名  
【医師柑】   

H14んH17：15名、H18：8名、Hl！I：11名、l佗○：g名  

L  

」  
■  
「  
t  

■  
1  

■  
t  

■  
■  
■  
」  
■  
■  
■  
■  
■  
■  
■  
」  
「  
■  
■  
」  
■  
■  
1  

■  
t  

t  

■  
■  
■  
■  
t  島根県l  

凹  

瑚 邑  
u  

＜鮭  

匡  

連携  
医師  

董  
（へき地  

！  

星   

星  

圭   

憂  

n  島根大草医学部 ∃   

脚tり錮みと長の王掛  

醐臥字Ⅲ炉匝岨は蛾：1嶋伸）   
恨支劉島鮎淳医事茹軽部鮭敵手韻事金貨与  

帆学醐Ⅲ卜触削  
l県王劉医学生蛙竣臨契亭主貸与  

酬臥陀卜匝1：蝿）  
【県支劉島鮎淳賢5張軒蘇車≡鞭推敲字音莞亭主貸与  

剛性甜加札孤枇児戯城鵬：蝿、l辺：払ト  
【県支劉骨太：緒2008、208gこ車匡した医事主埠孝臣韓手金貸与H2卜  

鵬拷（畔生：増脚  
【県支劉医学鋤顔実習く卜持主二春季・夏季各3E転封  

伽腱剥離闇財制咄   
鵬ほ紳醐  

＋ノノ  腑・鎚耐ス   

■L  

■二■＝」「■⊥」一」」■二」＝Trl」ニコ」」」＝t＝コL＝」■」UL＝ニコ■」Ll」UuL」二L■⊂「∵ト」∪⊂】コL   

㊥  




